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令和７年度普通会計決算（見込み）の概要について

1
（注）本資料における計数は、端数処理の関係により、合計等が一致しないことがある。

■収支等の状況

＜Ｒ６＞ ＜Ｒ７＞

歳入 6,620 億円 6,351 億円  (▲269億円)

歳出 6,440 億円 6,167 億円  (▲273億円)

差引（形式収支） 180 億円 184 億円  (＋4億円)

繰越財源 83 億円 91 億円  (＋9億円)

実質収支 97 億円 92 億円  (▲5億円)

■県債残高

＜Ｒ６＞ ＜Ｒ７＞

県債残高　　 10,619 億円 10,353 億円  (▲266億円)

　うち臨時財政対策債　　 2,894 億円 2,651 億円  (▲243億円)

　うち臨時財政対策債除き 7,725 億円 7,702 億円  (▲23億円)

■基金残高

＜Ｒ６＞ ＜Ｒ７＞

財調・県債管理基金 450 億円 378 億円  (▲72億円)

特定目的基金 375 億円 349 億円  (▲26億円)

合　　計 825 億円 727 億円  (▲98億円)

■財政指標

＜Ｒ６＞ ＜Ｒ７＞

実質公債費比率 10.8 ％ 12.9 ％ (＋2.1ポイント) ※早期健全化基準　  25.0% 財政再生基準　35.0%

将来負担比率 200.3 ％ 196.5 ％ (▲3.8ポイント) ※早期健全化基準　400.0%



１．決算規模・収支の状況

◎令和７年度の決算規模は、歳入・歳出ともに前年度と比べて減少
◎実質収支は92億円の黒字、実質単年度収支は56億円の赤字

令和７年度の決算規模は、R6決算の増加要因（コスモパーク加太対策関連経費）の解消、道路改良事業等の公共事業
の減少等により歳出が273億円減少するとともに、歳入についても、コスモパーク加太対策関連経費に係る基金繰入金の
皆減、公共事業や災害復旧事業等に係る県債の減少等により269億円減少した。

 
本県においては、公債費や社会保障関係経費の増嵩といった構造的な要因に加え、近年の物価・金利・賃金の上昇の

影響などにより、今後、一段と厳しい財政状況が見込まれている。
「財政危機警報」（令和５年２月）を発出して３年が経過し、その間、公債費臨時対策基金の活用や予算編成プロセ

スの見直し等、財源捻出のための様々な対策を講じてきたところであるが、引き続き、新たな行政需要への対応と健全
で持続可能な財政運営の両立に向けて、不断の努力を行っていく。
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決算規模の推移
（億円）
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R6決算額 R7決算額 増減額
歳入 662,036 635,095 ▲ 26,941
歳出 644,048 616,722 ▲ 27,326
歳入歳出差引（Ａ） 17,988 18,373 385
翌年度への繰越財源（Ｂ） 8,274 9,149 875

実質収支（Ａ-Ｂ） 9,714 9,223 ▲ 490
単年度収支（Ｃ） ▲ 8,803 ▲ 490 8,312

財調基金積立額（Ｄ） 9,015 1,432 ▲ 7,583

県債繰上償還額（Ｅ） -                -                -              
財調基金取崩額（Ｆ） 4,126 6,590 2,464
実質単年度収支（Ｃ+Ｄ+Ｅ-Ｆ） ▲ 3,914 ▲ 5,648 ▲ 1,734
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２．歳入決算の状況

◎歳入全体では、国庫支出金や県債、基金繰入金などのその他収入の減少等により▲269億円

①一般財源は、県税等の増加により＋92億円
イ：県税は＋88億円

・個人県民税は、定額減税の影響が縮減したこと等により＋43億円
・地方消費税は、地方消費税清算金の増加等により＋44億円

ロ：地方交付税は、人事院勧告に伴う給与改定に係る基準財政需要額の増加等により＋23億円
ハ：地方譲与税は、法人業績が好調であったことによる特別法人事業譲与税の増加等により＋6億円
ニ：地方特例交付金は、定額減税減収補塡特例交付金の減少等により▲25億円

②国庫支出金は、道路改良事業等の公共事業の減少等により▲34億円
③県債は、公共事業及び災害復旧事業の減少や臨時財政対策債の減少等により▲103億円
④その他収入は、R6決算の増加要因（コスモパーク加太対策関連経費に係る基金繰入金）の解消等により▲223億円

（単位：百万円） 歳入内訳（単位：億円）

《社会保障と税の一体改革による影響》 ※税率引上げ前(H25)との比較
平成26年4月から実施された社会保障と税の一体改革による本県の地方消費税の引上げ分（140億円）については、社会保障の充実分40億円（子供・子育て支援

の推進20.5億円等）、社会保障の安定化（自然増等）100億円の財源として活用

歳入
6,351億円

3

R6
決算額 決算額 構成比（％） 増減額 増減率（％）

県税 126,575 135,388 21.3 8,813 7.0
法人２税（住民税・事業税） 24,689 24,672 3.9 ▲ 17 ▲ 0.1
個人県民税 32,639 36,931 5.8 4,292 13.1
地方消費税（清算金含む） 46,977 51,422 8.1 4,445 9.5
その他の税 22,270 22,364 3.5 94 0.4

地方交付税 194,276 196,549 30.9 2,273 1.2

地方譲与税 21,998 22,572 3.6 574 2.6
地方特例交付金 3,009 512 0.1 ▲ 2,497 ▲ 83.0
一般財源小計 345,859 355,021 55.9 9,162 2.6
国庫支出金 95,736 92,292 14.5 ▲ 3,444 ▲ 3.6
県債 68,517 58,170 9.2 ▲ 10,346 ▲ 15.1

うち臨時財政対策債 777 -              - ▲ 777 ▲ 100.0
その他収入 151,924 129,611 20.4 ▲ 22,312 ▲ 14.7

歳入決算額 662,036 635,095 100.0 ▲ 26,941 ▲ 4.1

R7
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３．歳出決算の状況（性質別）

◎歳出全体では、 R6決算の増加要因（コスモパーク加太対策関連経費）の解消等により▲273億円

◎性質別歳出の内訳
【義務的経費】
①人件費は、人事委員会勧告に伴う給与改定等により＋13億円
②公債費は、借換債の発行抑制や公共事業等債をはじめとした各種県債の元利償還額の増加等により＋128億円

【政策的経費】
③普通建設事業費は、道路改良事業等の公共事業の減少等により▲126億円
④災害復旧事業費は、令和５年度に発生した大雨や台風等被害に対する災害復旧事業の減少等により▲78億円
⑤補助費等は、 R6決算の増加要因（コスモパーク加太対策関連経費）の解消等により▲148億円
⑥積立金は、県債管理基金への積立額の減少等により▲99億円
⑦貸付金は、中小企業融資制度貸付金の増加等により＋31億円

（単位：百万円） 性質別歳出内訳（単位：億円）

歳出
6,167億円

4

R6
決算額 決算額 構成比（％） 増減額 増減率（％）

義務的経費 229,097 243,540 39.5 14,443 6.3
人件費 138,169 139,449 22.6 1,280 0.9
扶助費 13,314 13,691 2.2 378 2.8
公債費 77,614 90,400 14.7 12,786 16.5
　うち繰上償還を除く公債費 77,614 90,400 14.7 12,786 16.5

政策的経費 414,951 373,182 60.5 ▲ 41,769 ▲ 10.1
投資的経費 136,813 116,372 18.9 ▲ 20,441 ▲ 14.9
　うち普通建設事業費 125,830 113,186 18.4 ▲ 12,644 ▲ 10.0
　うち災害復旧事業費 10,983 3,186 0.5 ▲ 7,798 ▲ 71.0
物件費 18,458 19,717 3.2 1,258 6.8
維持補修費 6,942 6,272 1.0 ▲ 670 ▲ 9.6

補助費等 154,550 139,733 22.7 ▲ 14,817 ▲ 9.6
積立金 26,077 16,202 2.6 ▲ 9,875 ▲ 37.9

投資及び出資金 -           -              -           -           -          
貸付金 65,965 69,069 11.2 3,105 4.7

繰出金 6,146 5,816 0.9 ▲ 329 ▲ 5.4

歳出決算額 644,048 616,722 100.0 ▲ 27,326 ▲ 4.2

R7
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４．歳出決算の状況（目的別）

◎目的別歳出の内訳

①総務費は、財政調整基金や県債管理基金への積立額の減少等により▲90億円
②民生費は、福祉対策等基金への積立額の増加等により＋37億円
③土木費は、 R6決算の増加要因（コスモパーク加太対策関連経費）の解消等により▲349億円
④教育費は、人事委員会勧告に伴う給与改定等により＋45億円
⑤災害復旧費は、令和５年度に発生した大雨や台風等被害に対する災害復旧事業の減少等により▲78億円
⑥公債費は、借換債の発行抑制に伴う増加等により＋128億円
⑦諸支出金は、市町村への地方消費税交付金の増加等により＋25億円

（単位：百万円） 目的別歳出内訳（単位：億円）

歳出
6,167億円
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R6
決算額 決算額 構成比（％） 増減額 増減率（％）

議会費 1,207 1,206 0.2 ▲ 0 ▲ 0.0
総務費 50,341 41,293 6.7 ▲ 9,048 ▲ 18.0
民生費 84,544 88,223 14.3 3,680 4.4

衛生費 23,361 22,104 3.6 ▲ 1,256 ▲ 5.4
労働費 1,041 1,147 0.2 107 10.3

農林水産業費 26,845 26,218 4.3 ▲ 627 ▲ 2.3

商工費 70,713 71,903 11.7 1,190 1.7
土木費 131,575 96,697 15.7 ▲ 34,877 ▲ 26.5
警察費 28,992 30,520 4.9 1,527 5.3
教育費 107,193 111,728 18.1 4,535 4.2
災害復旧費 10,986 3,186 0.5 ▲ 7,800 ▲ 71.0
公債費 77,663 90,441 14.7 12,779 16.5
　うち繰上償還を除く公債費 77,663 90,441 14.7 12,779 16.5

諸支出金 29,589 32,055 5.2 2,466 8.3

歳出決算額 644,048 616,722 100.0 ▲ 27,326 ▲ 4.2

R7



５．県債残高の状況

◎県債残高全体は1兆353億円となり▲266億円。臨時財政対策債の残高は、発行額の皆減と償還に伴い▲243億円。また、
その他の県債の残高は、借換債の発行抑制等により▲23億円

◎特別会計を除いた一般会計ベースの県債残高（臨時財政対策債除き）は7,675億円となり▲17億円

（単位：百万円）
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1,061,915 1,035,330 ▲ 26,586
うち臨時財政対策債 289,443 265,119 ▲ 24,325
うち臨時財政対策債除き 772,472 770,211 ▲ 2,261

1,178 1,164 ▲ 14

増減額

県債残高

普通会計

県民一人当たり県債残高（千円）

R6決算額 R7決算額

1,058,611 1,032,596 ▲ 26,015
うち臨時財政対策債 289,443 265,119 ▲ 24,325

うち臨時財政対策債除き 769,168 767,477 ▲ 1,691
1,175 1,161 ▲ 14

一般会計 R6決算額 R7決算額

県債残高

県民一人当たり県債残高（千円）

増減額
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６．基金残高の状況

◎財政調整基金と県債管理基金の残高合計は、国庫支出金の返還や普通交付税の精算等に係る基金活用により▲72億円
 
◎特定目的基金の残高は、2025年日本国際博覧会基金の取り崩しや公債費の増加に対応するために公債費臨時対策基金を取
り崩したこと等により▲26億円

（単位：百万円）

基金残高（財調・県債基金、特目基金）の推移（年度末）

※使途確定分とは、国庫支出金の返還分や普通交付税精算分など、将来の使途が確定しているものを指す。

243

70

7

（億円）

44,968 37,775 ▲ 7,193
37,490 34,886 ▲ 2,603

うち公債費臨時対策基金 4,409 1,985 ▲ 2,424
うち退職手当基金 959 1,455 496
うち2025年日本国際博覧会対策基金 956 -                ▲ 956

82,458 72,661 ▲ 9,797

増減額R7決算額R6決算額

合     計

特定目的基金
財政調整基金・県債管理基金



７．財政指標の状況

各種財政指標

◎財政力指数は、前年度から0.05ポイント上昇し、0.334となった。
◎経常収支比率は、前年度から4.2ポイント上昇し、98.6％となった。

健全化判断比率

◎実質公債費比率は、前年度から2.1ポイント上昇し、12.9％となった。
◎将来負担比率は、前年度から3.8ポイント低下し、196.5％となった。

早期健全化基準を下回る結果

（注）実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は「－」表示

（単位：％）

＜各指標の説明＞
標準財政規模 ： 地方公共団体が通常水準の行政サービスを提供

する上で必要な一般財源の総量

財政力指数 ： 財政力を示す指数
基準財政収入額／基準財政需要額の３年平均

経常収支比率： 財政構造の弾力性を測る指標
経常経費充当一般財源／経常一般財源×１００

実質公債費比率 ： 一般会計等が負担すべき地方債の償還金の標
準財政規模に対する割合を示す指標

将来負担比率 ： 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標
準財政規模に対する割合を示す指標

8

標準財政規模
（百万円）

財政力指数
経常収支比率

（％）

R7 316,365 0.334 98.6

R6 310,206 0.329 94.4

①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率 ③実質公債費比率 ④将来負担比率

R6 － － 10.8 200.3

R7 － － 12.9 196.5

（400.0）

財政再生基準 （5.00） （15.00） （35.0）

早期健全化基準 （3.75） （8.75） （25.0）
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